
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 
 
全国学力・学習状況調査の結果により、本県

の児童生徒の学力や学習状況の様々な課題が

明らかになった。その中には、例えば、中学校

において顕著である学力の定着状況の大きな

落ち込みや、家庭学習時間が十分でないことな

ど、個々の学校の取組だけではなく、課題を改

善するために、地域として、県として、取組を

進めることが有効と考えられるものもある。 

  そこで、本事業を活用し、本県の教育課題を

改善するための実践的な研究を進め、その成果

を県内に広く普及したいと考え、南国市教育委

員会に事業の実施を委託するとともに、県教育

委員会としても「高知県アクションプラン推進

協議会」を設置し、全県的な視点や保護者や地

域の願いなども踏まえた支援をするよう努め

てきた。 

南国市は、本県における人口、第二の市であ

るとともに、地域性や学校規模なども様々で、

いわば、本県を凝縮したような多様性をもつ教

育環境にある。それゆえに、南国市における教

育実践の成果は、南国市のみならず、本県の教

育水準の向上のために、貴重な提案となるもの

と考え取り組んだ。 
 

 
Ⅰ．都道府県・指定都市教育委員会 
における取組 

 
１．事業内容について 

（１）事業概要【研究主題・研究の視点】 

本事業を実施するに当たり、平成１９・２０

年度の全国学力・学習状況調査により明らかに

なった本県の教育課題の中から、次の３点に注

目した。 

 

 

・ 本県の学力の状況は、小学生は全国水準

とほぼ同じ状況であるが、中学校は全国水

準を大きく下回っており、小学校と中学校

の学力の定着状況に格差があること。 

・ 本県には家庭学習時間についても課題が

あることが、中学生になって顕著になるこ

と。 

・ 学校の組織的な取り組みについても十分

ではないことが推測されること。 

 

これらの課題は、いずれも本県における中学

生の深刻な学力の定着状況に関係していると

考えられるため、この三つの課題を関連させて

改善していく必要がある。 

そこで、小学校と中学校の連携した取組に着

目し、研究主題を「小・中学校が連携したＰＤ

ＣＡサイクルの確立による学力の向上」と設定

して、小学校と中学校を一緒に推進校・推進地

域として指定した事業を行うことにした。 

さらに、研究の視点を次の３点に焦点化した。 

 

① 小中連携して取り組む組織体制の在り

方や組織運営の核となる教員の育成方法。 

② 中１ギャップを防ぐ授業の在り方や、全

国学力・学習状況調査、到達度把握調査（県

費事業）、単元テスト等で把握した定着状

況の低い学習内容についての指導の在り

方。 

③ 学習時間や家庭学習（予習、復習（宿題）

など）の質と量を向上させるため、家庭学

習の出し方や内容、保護者との連携の仕方

など、授業と家庭学習をつなぐ仕組みづ

くり。 

 

推進地域である南国市では、各中学校区でブ

ロックをつくって、この三つの視点による実践

研究を進めるとともに、各中学校区の特性に応

じ、重点化して取り組むこともできるようにし

た。 

「小・中学校が連携したＰＤＣＡサイク
ルの確立による学力の向上」 

高知県教育委員会 
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また、南国市教育委員会としても、各中学校

区の取組を総括し、支援できるよう、この視点

から諸々の施策がなされるようにした。 

【高知県アクションプラン】 

「高知県アクションプラン」は、本事業

において、本県の課題の改善のために、何

に、どのように取り組み、成果と課題をど

のように検証し、改善につなげるのかとい

う全体計画を、一覧できるようにすること

も意図して作成している。それにより、各

中学校区や各学校において取り組むとき、

その取組の位置付けを明示し、めざすべき

目標を意識しつつ、進行管理をしながら取

組やすくなることを意図した。 
 

（２）実施体制 
本事業を実施するに当たって、高知県教育委

員会と推進地域である南国市教育委員会が連

携して取り組むとともに、高知県教育委員会に

高知県アクションプラン推進協議会を設置し、

多角的な視点から、推進地域の取組を支援でき

るようにした。 

その際、本県の課題、研究主題、研究の視点

を踏まえて、本事業における実践研究の指針を

「アクションプラン骨子」としてまとめ、事業

の大枠を明示したうえで、具体的な推進計画を

南国市教育委員会及び各中学校区で作成し、

県、市、各中学校区の計画の全体をまとめて「高

知県アクションプラン」として策定して取り組

んだ。 

なお、本県においては、平成２０年度から、

すべての公立小・中学校で、全国学力・学習状

況調査の結果を受けた自校の学力向上対策を

「学力向上のための学校改善プラン」として作

成して取り組んでいるが、本事業では、「高知

県アクションプラン」に示す中学校区ごとの改

善計画を、各学校の「学力向上のための学校改

善プラン」にも反映させて取り組んだ。 
 

（３）研究成果 
推進地域には、課題改善のために小・中学校

が連携してＰＤＣＡサイクルを意識した取組

を進める組織体制と具体的な動きが見えてき

た。この要因には、南国市教育委員会が、南国

市として小中連携で取り組むべき課題を明示

し、その改善のためにという目的をもった小中

連携であったこと、それにより、各中学校区に

おいても、課題を明確にし、改善のために、何

に、どう取り組み、その結果をどう検証するの

かという計画を立てて実践を進めることがで

きたことなどが考えられる。 

その際、南国市教育委員会と県教育委員会が

連携し、各中学校区でＰＤＣＡサイクルが機能

するよう、次のような支援に努めた。 
 
・ 中学校区で計画したことが、各学校の「学

力向上のための学校改善プラン」にも反映

して取り組まれることを依頼した。 

・ 各中学校区及び各学校の取組の報告の様

式を年度当初に確認しており、各中学校区

では、その様式を使って中間的な取組をま

とめながら実践したことも、「高知県の課

題→南国市の課題→各中学校区の課題→

各学校の課題」のどこに位置付き、何をめ

ざした取組であるのかを明確にするため

に有効であった。また、「高知県アクショ

ンプラン」においても、この流れを視覚的

に一覧できるようにし、常に一貫した流れ

でＰＤＣＡサイクルを意識した取り組み

が進むことを意図した。 

・ 研究の視点をすべて押さえつつも、各中

学校区の特性を大切にする柔軟性もあっ

たことが、各中学校区の取組が主体的に進

められる要因となった。 

・ 南国市教育委員会が、各中学校区の管理

職の代表者等で組織する「南国市小中連携

学力向上推進委員会」を設置し、各中学校

区の取組を定期的に情報交換できるよう

にしたことも、取組の質の向上のために有

効であった。また、ここで情報交換される

中で、南国市としての課題についても中学

校区をこえて検討されるようになってき

た。さらに、南国市のすべての小中学校等

が一堂に会しての成果発表会を行ったこ

とも、市として、課題を改善しようとする

意識の高まりを促した。 
 

今後の課題としては、各中学校区の課題を焦

点化し、具体的な改善の取組を進めること、特

に、研究の視点②（授業改善）に関して具体的

に進めることが期待される。 
 

２．普及啓発と今後の取組について    
（１）成果の普及啓発に関する取組 
本事業における研究主題や研究の視点は、高

知県全体に共通する課題の改善もめざしてい

るため、次のような機会などで、推進地域から

成果を発表した。 

 ・ 臨時市町村教育長・校長合同会（９月） 

 ・ 第３回高知県アクションプラン推進協議

会（１月） 

 ・ 高知県教育広報番組（２月） 
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・ 学力調査活用アクションプラン推進事業

に係る成果報告会（３月：文部科学省） 

・ 中部教育事務所管内指導事務担当者会 
（３月） 

・ 報告書冊子『平成２１年度教育のまちづ

くりプラン推進事業報告書～小・中学校が

連携したＰＤＣＡサイクルの確立による

学力の向上～』を県内各市町村教育委員

会、各公立小・中学校及び都道府県・政令

指定都市教育委員会に配付。（「教育のま

ちづくりプラン推進事業」は本事業の本県

における事業名） 
 
県内における発表では、市町村等教育委員会

関係者や管理職を対象に報告し、組織運営の参

考にされることを意図した。参加者からは、

「課題解決のために小中連携して取り組むイ

メージや成果のまとめ方などの参考になっ

た」、「規模の小さな自治体どうしが情報交換

して取り組む可能性を考えたい」という感想や

意見が寄せられている。 

今後は、南国市の成果をさらに具体化すると

ともに、そのほかの市町村等における実践との

交流も進むよう検討したい。 
 

（２）来年度以降の取組 
本事業における「高知県アクションプラン」

は、「課題→研究主題・研究の視点→評価指標

→取り組む内容と予定→成果の検証→今後の

展望等」の関係を視覚的に一覧できるように内

容の配置を工夫し、ＰＤＣＡサイクルを意識す

るうえで一定の効果があった。そこで、この様

式を参考に、本県のすべての公立小中学校で作

成している「学力向上のための学校改善プラ

ン」の様式も、平成２２年度から「高知県アク

ションプラン」を参考にしたものに改めた。こ

のことにより、各学校における学力向上のため

のＰＤＣＡサイクルがより機能することを期

待しており、県教育委員会としても、そのため

の支援を継続したい。 

 
Ⅱ．アクションプラン推進地域におけ

る取組事例 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

（１）推進地域の状況について 
南国市の小中連携教育の取組は、その重要性

や必要性については、１０数年前から唱えら

れ、北陵中学校区が平成１１年から取り組んだ

民間テスト等の分析結果の交流、授業交流等を

中心とした実践や、鳶ヶ池中学校区の人権教育

を中心とした保小中の連携実践等、様々な実践

が行われてきた。具体的には、これまでは、小

中学校の教職員が交流する出前授業方式の交

流、小学生の中学校体験入学や部活動体験、文

化祭・体育祭への参加・見学といった行事的な

交流が中心であったが、ここ数年は、中学校区

での教科指導（算数・数学、国語）をテーマと

した合同研修会の開催により、継続的な研究や

多面的な学校間連携が図られている。 

しかし、不登校問題やいじめ・虐待の問題、

学力問題など課題は今なお山積しており、その

解決のために、平成２０年度からは、「南国市

小中連携学力向上推進プロジェクト事業」を立

ち上げ、小中学校が連携し協働で取り組むこと

で、生徒指導上の課題や学習指導上の課題を克

服し、南国市学校教育指標「かがやく明日への

人づくり」を具現化するために、すべての中学

校区で義務教育９年間を通した小中連携教育

の推進をめざしている。 

そのためには、これまでに実践されてきた学

校間の連携や交流の取組の成果と課題につい

て情報交換し、検証するとともに、新たな小中

連携の取り組みとして再構築し、今後の各中学

校区での小中連携教育の具体的な取組を推進

していく必要がある。 

 

（２）全国学力・学習状況調査の結果等を活

用した取組について 
平成２１年度は、本事業の指定を受け、平

成２１年度南国市のアクションプランを策定

し、南国市小中連携学力向上推進委員会を組

織するとともに、高知県教育委員会の支援を

取組事例 

「南国市小中連携学力向上推進 

プロジェクト事業」 

南国市教育委員会 
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受け中学校区を核とした小中連携学力向上の

取組の推進を行った。 
【主な取組】 

・ 南国市教育委員会 

学習や家庭生活の実態調査を踏まえた、小

中連携の必要性と具体的な取り組み方針等

の提案 

・ 香長中学校区  
基礎確認テスト、合同教科部会、合同支援

会（不登校児童生徒への支援）の連携 

・ 鳶ヶ池中学校区  
経年による標準学力調査の課題の分析や

家庭学習についての家庭への働きかけに関

する連携 

・ 香南中学校区  
保小中連携の全体図の作成、基礎計算力調

査と生活力調査を踏まえた連携、家庭学習の

充実をめざした連携 

・ 北陵中学校区  
標準学力調査の分析や授業改善、家庭学習

の工夫改善に関する連携 
 

（３）成果について 
南国市小中連携学力向上推進委員会から、本

年度の総括として、以下のような成果と課題が

挙げられた。 
 

○ 推進委員会では「できるところからまず

取り組む。」、「率直に意見交換をする。」と

いうスタンスで、議論が行えた。各中学校

区での取組も活性化することができた。 
○ 学力向上が全市的な課題であること、中

学校区を核として南国市の学力向上の取

組を行っていることを、全教職員で確認し

取組を進めることができた。 
○ 中学校区での、小中連携の具体的な取組

が目に見えるようになってきた。 
○ 家庭学習のリーフレットや南国市の学

校教育のリーフレット等をとおして、保護

者や地域への啓発ができた。 
○ 実践交流会では、次代を担う南国市の児

童生徒をどのようにはぐくんでいくかに

ついての、スタートラインを引くことがで

きた。小学校、中学校が一つの学校で完結

するのではなく、系統的・連続的な教育を、

義務教育９ヵ年を通して行う。そして、義

務教育修了段階で、自らの進路を自らの力

できり開くことができる児童生徒の育成

を図っていくという共通認識を全教職員

で持つことができた。 
また、小学校から見た中学校、中学校か

ら見た小学校には、それぞれ多くの違いが

あるが、違いを論議するだけでなく、共通

点を論議する中に、ともに取り組んでいく

原動力が生まれてくるということを論議

できたことが大きな成果であった。 

 

このように、推進委員会を中心に、具体的な

取組についての情報交換を行うとともに、全市

的な小中連携に関する研修や調査に取り組む

ことで、教職員の意識化や各中学校区での具体

的な取組の推進を図ることができた。 

ＰＤＣＡサイクルを生かし、課題を改善しよ

うとする意識や取組は確実に推進されてきて

おり、第６回推進委員会でも、平成２２年度は、

中・長期的な指針を策定し、より組織的なＰＤ

ＣＡサイクルの確立をめざしていくこと等が

確認された。 

平成２１年度の各学期に実施した「学習に関

する意識実態調査」の結果や「平成２２年度の

全国学力・学習状況調査」の結果を分析・検証

し、南国市小中連携学力向上の取組をより一層

推進し、具体的な成果を出していく必要があ

る。 

南国市の児童生徒が、「この先生に廻り会え

て良かった、南国市に生まれて良かった」とい

う気持ちが芽生えるよう、そして、社会の一員

として、社会や地域の中で活躍していけるよ

う、次代を担う人材の育成に南国市の全教職員

でともに取り組んでいきたい。 

 

（４）来年度以降の課題について 

今後の取組としては、中学校区を核とした、

小中連携を図ったカリキュラムの編成、小小連

携、家庭や地域との連携等の取組をより一層推

進することが考えられる。 

また、小中連携学力向上の取組をさらに推

進・充実するために、重点課題に焦点を絞った

取組、組織的なＰＤＣＡサイクルを生かした課

題改善の取組を全市で推進していく必要があ

る。 

平成２２年度は、平成２０年度から３年計画

で行っている南国市小中連携学力向上推進プ

ロジェクト事業の最終年度であるが、小中連携

学力向上の取組の効果や成果について、今後も

小中連携学力向上推進委員会や各学校での学

校評価、市教育委員会が継続的な調査や検証を

行っていくことが必要である。 
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    平成２１年度学力調査活用アクションプラン推進事業　　―　高知県アクションプラン　―　　実績　（全体版）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 結果と検証 成果と課題 他地域に参考になること

① 小中連携して取り組む組織体制の在り方や組織運営の核となる教員の育成。

② 中１ギャップを防ぐ授業の在り方や、全国学力・学習状況調査の結果、到達度把握調査、単元テスト等で把握した
定着状況の低い学習内容についての指導の在り方。

　全国学力・学習状況調査の結果から、高知県の学力の状況は、小学生は全国水準とほぼ同じ状況にあるが、中学生は全国水準を大きく下回っており、小学校と中学校の学力の定着状況に格差があることがわかった。したがって、中学校で顕著になる学力の定着状況の大きな落ち込みの改善が本県の緊急の課題である。
　また、全国学力・学習状況調査から、本県には、小中学生の家庭学習時間や学校の組織的な取組についても課題があることが明らかになっている。
■本県において、授業時間以外普段（月～金曜日）に勉強を全くしていない割合は、小学生は６．８％、中学生は１０．７％である（H.20調査）。
■本県において、校内研修の実施は、小・中学校とも９０％をこえているが、その成果が学力の向上に結びついていない（H.20調査）。また、学校の自己点検評価の結果を学校運営の改善に生かしている学校の割合は、中学校は全国より大きく下回っている（H.19調査）。
　これらの課題も中学生の学力の定着状況に関係していると考えられるため、この三つの課題を関連させて改善していく必要がある。
　アクションプラン推進地域である南国市においても、本県全体の状況と同様の課題がある。加えて、小学生の学力状況も厳しい結果が見られ、市全体が一体となって取り組むことが急務である。更に、地域性として、中学校区ごとに地域の状況や学校の規模などに大きな違いがあり、本県の各地域の状況や課題を凝縮していると考えられるため、南国市の課題を改
善することにより、本県の課題を改善するための有効な手立てを得ることができると考えられる。
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■□県教
委・南国市
教委連絡協
議会4/8
□事業概要
説明会（市
校長会）
□意識調査
①:実態把握

平成22年度以降における取組
の構想評価指標

取組のまとめ

小・中学校が連携
したＰＤＣＡサイ
クルの確立による
学力の向上

１　児童生徒の学力・学習状況について
（１）全国学力・学習状況調査結果等で把握した学力の課
題に関する評価指標等
・各中学校区で、高知県が実施する算数・数学単元テスト
システムで、各単元の設定正答率をこえている。
・各中学校区で、到達度把握調査（市販の学力調査）で、
設定通過率をこえている。
（２）学習状況に関する評価指標等
・各中学校区で、家庭学習について、全国学力・学習状況
調査の児童生徒質問紙調査の質問（抜粋）で、小学４～６
年生と中学１～３年生に、４月、１０月、２月に調査し、改

各中学校区は、課題改善のために、以下のことについて、中学校区ごとに小中連携した取組の計画を各学校の「学校改
善プラン」の中に位置付け、ＰＤＣＡサイクルを機能させて取り組む。

□意識調査
③
□推進委員
会⑤:成果の
まとめ
2/25
■報告書の
作成
■県教育委
員会事務局
研修会

■報告書冊
子を配付し
（県内の各
教育委員
会・学校）、
ホームペー
ジに掲載す
る

推進地域
南国市
中学校４校
小学校１３校
※４中学校区ごとに小中連携し
て取組を実施

■県教委訪
問指導③
（各中学校
区）

■県教委訪
問指導④
（各中学校
区）
□小中合同
研修会③
（各中学校
区）:研究授
業
□小中合同
保護者会②

推進スケジュール　　　　　　　　※■…県教委、□…推進地域
主な取組研究主題

推進地域の現状及び取り組む課題

1　児童・生徒の学力・学習状況
について
　各中学校区でしっかりと検証す
ることができており、その結果とし
ては必ずしもすべてが改善されて
いるわけではないが、取り組んだ
こととその結果をきちんと把握す
ることが、次年度の具体的な取組
につながると期待できる。

２　学校の取組体制について

１　推進地域の取組として
○成果
　中学校区ごとに課題改善のための小・中学校
が連携して取り組むための組織と具体的な動き
が見えてきた。
●課題
　各中学校区の課題を焦点化し、具体的な改善
の取組を進めること。

２　成果の普及と今後の展望
　推進地域の成果発表会を行い、他の市町村

□■先進地
視察①（小
野市）　5/14
～15
□推進委員
会①　5/28

□推進委員
会②
□意識調査
②:教職員
■アクション
プラン推進
協議会①
7/24

■県教委訪
問指導①
（各中学校
区）
□小中合同
研修会①
（各中学校
区）:研究授
業
□小中合同
保護者会①

□第２回南
国市小中授
業研修会
（全市）1/16
■アクション
プラン推進
協議会③:成
果発表会
1/16
■県教委訪
問指導⑥

□コーチン
グ研修:学校
組織の中核
になる教員
の育成
（8/3～4、
8/5～6）
■県教委訪
問指導②
（各中学校
区）

平成２２年３月

■□先進地
視察②（横
浜市）

■県教委訪
問指導⑤
（各中学校
区）
□小中合同
研修会⑤
（各中学校
区）:成果の
検証
□推進委員
会④:成果の

○県としての課題と推進
地域としての課題につい
て両教育委員会で事前
に十分協議し、研究の視
点や評価指標を設定す
ることで、推進地域に
とっても県全体にとって
も参考となる取組を行う
ことができた。
○南国市教育委員会と
して、常に組織的な取組

（１）各中学校区として、平成２２
年度の全国学力・学習状況調査
を活用して成果の検証を行い、
課題について改善する手立てを
行う。
（２）南国市教育委員会として
・本事業で構築した小中連携し
て取り組む体制を生かすよう南
国市の事業として継続し、学校
組織の核となる人材（コーチング
研修の成果）を生かした組織的定着状況 低 学習内容 指導 在り方。

③ 学習時間や家庭学習（予習、復習（宿題）など）の質と量を向上させるため、家庭学習の出し方や内容、保護者との
連携の仕方など、授業と家庭学習をつなぐ仕組みづくり。

※報告書冊
子原稿、ｱｸ
ｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの
検証提出
（2/5）

※事業結果
説明書等提
出（3/10）

南
国
市
教
育
委
員
会

幼小中連携による
学校づくりの推進

（１）「学校改善プラン」で設定する到達目標の達成が９
０％以上の学校を９０％以上とする。
（２）中学校区で、小中連携した組織的な取組（小中の円
滑な接続を意識した授業改善を含む）に関する教職員の
意識調査、並びに、保護者や地域への意識調査を、１０
月に実施し、肯定的な回答を９０％以上とする。
（３）学習に関する意識実態調査で、小学３～６年生と中
学１～３年生に、４月、１０月、２月に調査し、改善傾向の
児童生徒が９０％以上になるようにする。
（４）各中学校区で、高知県が実施する算数・数学単元テ
ストシステムで、各単元の設定正答率をこえている。

□校長会・
教頭会等で
事業説明
□学習に関
する実態調
査の実施

□推進員会
□先進モデ
ル校視察研
修（小野市）

□これから
の授業を考
える会（大篠
小：全市）

□推進委員
会
□PTA連合
会と協議

□コーチン
グ研修

□家庭学習
の手引き
リーフレット
の配付

□スクール
サポーター
の配置

□推進委員
会
□学習に関
する実態調
査の実施

□推進委員
会
□先進モデ
ル校視察研
修（横浜市、
三鷹市）

□推進委員
会

□これから
の授業を考
える会（香南
中ブロック）
□実践交流
会

□推進委員
会
□学習に関
する実態調
査の実施
□管理職研
修
□先進モデ
ル校視察研
修（寝屋川
市）

□小中連携
成果物の配
付

○意識実態調査で、学校生活に
満足していると答えた児童生徒の
割合は７９％、保護者の割合は８
０％であった。
○意識実態調査で改善傾向の児
童生徒の割合が９０％以上という
目標は達成することができなかっ
たが、改善傾向が見られる項目
が増加してきている。
○明らかになった課題に対し、平
成２２年度以降もＰＤＣＡサイクル
を生かして改善を図っていく必要
がある

○市全体で学力向上に向けた小中連携の取り
組みが組織的にできた。各中学校区の取り組み
について定期的に情報交換ができた。全ての中
学校区で義務教育９ヵ年を見通して児童生徒の
育成を図るための、具体的な小中連携の取組
ができた。
●学習に関する意識実態調査等から得られた
多くのデータをいかに活用することができるか。
●課題解決のために、焦点化した取り組みを実
施する必要がある。

○市教育委員会として、
南国市立小中学校全校
で取り組みを推進してい
る。
○推進委員会を設置し、
各中学校区での取組を
全市的な取り組みにつな
げることができた。
○小中統一のアンケート
調査の実施と総括を行っ
た。

○学習に関する意識実態調査で
把握した課題や平成２２年度全
国学力・学習状況調査の結果を
分析し課題を明確にする。平成
２１年度の取り組みの検証で明
らかになった課題の改善のため
の取り組みを、中学校区を核とし
て、学校・家庭・地域の連携をさ
らに図りながら推進していく。

Ⅰ（①）　　 小中連携による組織的な推進体制の確立

    　　　　　　　・課題に基づく具体的行動連携の実践研究

Ⅱ（②-1）　小中連携による授業改善の実践研究

　　　　　　　　　・知識・技能等を生かした活用力を育成する授業研究

Ⅲ（②-2）　小中連携による中１ギャップ解消への取組

　　　　　　　　　・児童生徒意識調査を活用した実践研究

Ⅳ（③）　　 小中連携による家庭学習の工夫改善

　　　　　　　　　・授業と家庭学習をつなぐ教科経営の実践研究

勒
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プ
ラ
ン
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《将来に期待される効果》
小中連携の組織を見直し、以下の取組を実施することで、学力の向上が期待できる。
・小・中学校が連携して組織的に取り組むことで、個々の教員の力量に左右されない、教育の質を保証する。
・児童生徒の発達を踏まえて小・中の指導を連携することで、生活や学習面において円滑な移行を実現する。
・小・中を見通した学習の系統を確認し、指導の連携を図ることで、学習の積み残しを防ぐ。
・小・中で連携し、保護者を含めて家庭学習を支える生活習慣を確立する。

年生と中学１～３年生に、４月、１０月、２月に調査し、改
善傾向の児童生徒が９０％以上になるようにする。
・各中学校区で、小学６年生に中学校に対する意識調査
を４月、1０月、２月に行うとともに、中学１年生に中学校に
入学してからの意識調査を４月、７月、２月に行って、中学
校生活への期待や適応について肯定的な回答が９０％以
上になるようにする。
２　学校の組織体制について
・南国市内で、「学校改善プラン」で設定する到達目標の
達成が９０％以上の学校を９０％以上とする。
・各中学校区で、小中連携した組織的な取組（小中の円
滑な接続を意識した授業改善を含む）に関する教職員の
意識調査、並びに、保護者や地域への意識調査を、４月
と１２月に実施し、肯定的な回答を９０％以上とする。

研修会保護者会②
■アクション
プラン推進
協議会②
10/26
□推進委員
会③
□意識調査
②

２　学校の取組体制について
　各学校の「学校改善プラン」に
設定する目標は、小・中学生の学
力の状況で表している場合が多
かったため、それだけで検証する
と必ずしも目標に到達したとはい
えない。しかし、各中学校区の取
組の実態として、小・中学校の教
職員が共通の課題の改善に向
かって取り組む体制が確実にでき
ているため、本年度の取組が一
定の成果を上げ、次年度につな
がるものであると考える。

　推進地域の成果発表会を行い、他の市町村
等の教育委員会にも、本県の課題とその改善
のための本事業における取組の過程を含めた
成果を発信できたので、各地域の実態に応じた
取組を具体的に進めるようにする。
　課題改善をめざしてＰＤＣＡサイクルを機能さ
せるために、課題と改善のための取組と評価指
標を一覧できるようにした「高知県アクションプラ
ン」の様式等が有効であったと考えられるため、
この様式を参考にして、本県のすべての公立小
中学校が作成している「学力向上のための学校
改善プラン」の様式を、平成２２年度から改善す
るようにした。

保護者会①
（各中学校
区）:学習会
□第１回南
国市小中授
業研修会
（全市）6/20

問指導⑥
（各中学校
区）

区）
□小中合同
研修会②
（各中学校
区）

会④:成果の
検証　12/3

して、常に組織的な取組
が進むことを重視し、各
学校、各中学校区、南国
市全体として組織的な動
きが進むよう、「高知県ア
クションプラン」から一貫
した流れの報告書の様
式を年度当初に示し、そ
れを用いた各中学校区
の中間報告を定期的に
行って、各中学校区間の
情報交換を行ったこと
は、各中学校区の取組
の質を高めるとともに、
南国市全体としての取組
への意識も高めていっ
た。

研修の成果）を生かした組織的
な取組による学力の向上を目指
す。
（３）高知県教育委員会として
・中１ギャップの解消について高
知県教育委員会の施策として継
続する。
・本事業の成果を指導主事の学
校訪問、各種研修会等で紹介す
る。

会
がある。

Ⅰ (1)小中学校間の学力観や指導観等の違いを共通理解し、支援の一貫性や継続性を持たせ、子ども達の学習や学
校生活に対する不安や戸惑いを取り除く。
(2)小中が持つ課題を克服し、お互いのよさを活かし９年間を通した学力・進路保障を目指す。

Ⅱ (1)公開授業、研究授業による指導方法や教材の工夫、学習規律等の徹底を図る。
(2)到達度把握検査等の客観的なデータの積み重ねにより課題を明確にし、解決する。
(3)国語、算数・数学、英語・外国語活動の合同教科部会による児童生徒の実態把握、指導方法等の改善、小中の
学習のつながりをつくる。

Ⅲ (1)小中連携による中１ギャップ解消プランを作成する。
(2)小学校６年生の基礎計算テスト、中学入学後の理科確認テストを実施して、児童生徒の実態を把握し、指導計
画の見直し等を行う。
(3)授業体験、部活動体験により児童の中学校生活への不安や戸惑いを取り除く。

Ⅳ (1)各校の学校としての家庭学習の取り組みを推進委員会でまとめる。国語、算数・数学は、合同教科部会で家庭
学習の実践について協議する。効果的な実践例を校内研修会で活用し、各校の取組に活かす。

Ⅰ (1)学力向上に向けた小中連携推進組織
　　　三校進路保障研究推進委員会(教頭・研究主任）、拡大推進委員会（学校長・教頭・研究主任）
(2)人権教育推進のための小中連携組織
　　　鳶ヶ池中学校ブロック人権教育研究協議会（保幼・小・中・高の連携組織）
(3)小中ＰＴＡ連携組織・・・三校Ｐ(三校ＰＴＡ代表者会)

Ⅱ (1)中学校主催による小中連絡会授業公開、意見・情報交換等
(2)三校研主催による三校合同夏季合同研修会・・・小中連携による学力向上を目ざした研修会
(3)鳶ブロ人研公開授業に向けた指導案等作成に関する学習会

Ⅲ (1)中学校１日体験入学
　　・授業体験（イベント的な内容ではなく、通常の中学校の授業の雰囲気を体験）

部活動体験（中学生と 緒に希望の部活動で活動）

○小学校と中学校の学習の系
統性を研究し、小中の学習内容
のつながりを意識した授業づくり
を行う。
○校内授業研への相互参加を
より確実にするために、日時の
設定方法を検討する。
○課題を有する児童生徒への継
続的な支援など、これまで以上
により具体的、実効的な小中連
携の推進を行う。
○家庭学習について保護者と協
力しながら、教職員全体で見通
しを持った取り組みを行う。

○学力向上には、まず先に授業
の工夫・改善であり、その工夫・
改善の方向について、小中で共
通性・系統性のあるテーマを設
定した指導方法を協議・検討を
すすめる。
○中学校が作成・活用している
「TOBI　NOTE」を小学校におい
ても可能な範囲で活用すること
を検討する。
○小学校高学年から中３までの
生徒の経年変化の状況を把握し

○鳶ヶ池中学校区ブロッ
クにおける小中連携の
特徴として、学力向上に
向けた具体的な連携を
図るための「３校研」と、
その基盤となるものとし
て鳶ブロ人研がある。こ
こでも、人権学習の指導
計画や指導案作成のた
めの合同学習会が持た
れている。

○昨年度よりも小中教職員間における課題共
有と互いの取り組みの理解をすすめることがで
きた。今後はそのことによる具体的な取り組みと
検証につないでいかなければならない。
○中学校での家庭学習を定着させるための取
り組み（自主作成ノート）や、合同で作成した
リーフレット等は連携の成果としてあげられる
が、その活用についても小中における具体的な
取り組みが必要となる。
●課題は少なくはないが、現在共通して取り組
んでいるものの中からテーマを絞り、成果や課
題が明らかにする そして その後の取り組み

○本年度夏季休業中
に、国語、算数・数学、英
語・外国語活動部会を開
催した。小中合同教科部
会を毎年継続してきたこ
とで、小中の教職員がお
互いの学習内容や指導
方法を徐々に理解できる
ようになり、小中の指導
に一貫性が持て始めた。

○到達度把握調査の結果などにおいて、学力
は全体的に一定の水準にあると考えられる。ま
た、中学校入学後の落ち込みも見られない。各
校の授業改善や小中連携による中１ギャップ解
消の取り組みの成果が表れつつある。
●意識実態調査の結果のうち、「学校の勉強が
楽しいですか。」に対する肯定的評価の割合
が、小学校と比べて中学校が低い。中学校にお
いて、さらなる授業改善を進めるとともに、小学
校から学習に対する目的意識を持たせたり、課
題を解決する楽しさを実感させたりしていくこと
が必要である。
●学力調査等の結果をみた場合、学力の二極
化の傾向がある。低学力の児童・生徒に対する
きめ細やかな支援のあり方も考えていく必要が
ある。

○到達度把握調査、意識実態調
査などの結果を分析し、検証する
ことで、実態を確認し、今後の指
導に活かすことができた。
○夏季休業中に行われた合同教
科部会で確認した内容から、小中
学校が連携して身につけたい学
力を全教職員で確認し、教育実
践に活かすことができた。

□算数基礎
計算力調査
（6年）
□指導案集
等の編成
□視察研修

□中学校授
業研

□出前授業
□小学校授
業研（大篠
小）

□合同教科
部会

□推進委員
会
□連携委員
会
□小学校授
業研（三和
小）

□小中連絡
会

□小中連絡
会
□三校研

○家庭学習の定着については、
意識実態調査結果から、１日３０
分以上学習すると回答した割合
（平日・休日を平均）は、 小３～６
では８４．６％、中学校では７３．
２％となっており、目標値とした９
０％には届かなかった。
○教科その他に関する調査（テス
ト・アンケート）等の結果を集約・
分析し、取り組みの検証軸とでき
た。
○児童生徒の学力向上という

□人間関係
づくりのため
の調査

□中学校体
験入学
□合同研修
会（三和小）

□三校研
□小学校授
業研
□中学校授
業研

□三校研
□家庭学習
の実態集約
□保護者向
けリーフレッ
トの配布
□小中連携
ＰＲリーフ
レットの作成

□中学校説
明会
□学力向上
協議会
□合同研修
会（香長中）

□三校教頭
会

□三校研
□小学校授
業研
□小中連携
資料集の作
成
□家庭学習
への保護者
の関わり方
資料作成

□推進委員
会

□三校研 □中学校体
験入学
□家庭学習
実態調査集
約

□小学校授
業研（稲生
小・十市小）

□中学校家
庭学習補助
教材の取り
組み開始
□人間関係
づくりのため
の調査

□学力向上
協議会
□小中連絡
会

□三校研
□中学校公
開授業□小
中交流会
□家庭学習
実態調査
□小学校家
庭学習補助
教材の取り
組み開始

□算数基礎
計算力調査
の分析・指
導計画の作
成
□校長会

□中１基礎
力確認テス
ト
□三校教頭
会
□小中連絡
会

（１）到達度把握調査、全国学力・生活状況調査等で全国
の児童生徒との平均正答率を上回る。
（２）平成２１年度「学力向上のための学校改善プラン」の
各校の「学力向上の具体的な到達目標」を達成する。
（３）学校評価アンケートの「授業改善等の学力向上の取
組」に対する肯定的評価で前年度を上回る。

（１）家庭学習習慣を定着させる。（30分以上の習慣化を９
０％以上達成）
（２）合同研修を通じて、小中一貫した学習・生活に関する
具体的な指導(対応）方法を協議し、実践する。(授業の工
夫・改善及び生活指導も含め）
※具体的なテーマについては、夏季休業中に実施する三
校合同研修会において、中学校の現状及び取り組み等に
ついて報告を受け、分科会にて具体的な一貫指導項目に
ついてふみこんだ協議を行い、三校研拡大推進委員会に
て調整・決定し、２学期から実践。１月にはその実践につ
いての総括を行い、次年度の取り組みへ活かす。

学力向上に向けた
小中連携教育の充
実と推進

中学校卒業後の進
路保障に向け、授
業改善と家庭学習
のリンクによる基礎
学力の定着・向上
を図るため、９年間
を見通した小中連
携活動を推進する

香
長
中
学
校
区

鳶
呌
池
中
学
校 　　・部活動体験（中学生と一緒に希望の部活動で活動）

(2)中1基礎確認テスト(4月　国・算数)の実施と結果の分析を相互活用。

Ⅳ (1)Ｈ２０年度から実施の小５～中３の家庭学習実態把握調査を年２回実施し三校研に反映。
　　Ｈ２１年度からは、市教委実施のものを活用
(2)小中の実態把握後、保護者向けの家庭学習習慣定着に向けたパンフレット作成。

Ⅰ 北陵中学校区学力向上研究会を組織し、幼・小・中の１２年間にわたる、学習・生活のつながりを相互共通理解の
もとに継続させた指導を行う。会長、副会長、第一事務局、第二事務局を置き、年間３回の研究推進委員会をも
ち、各校の児童・生徒の実態や取り組みの情報交換、夏季研修会の計画及び、到達度把握調査の分析等を進め
ていく。

Ⅱ 公開授業の統一日を設定するなど、小中学校の教員が互いに授業公開するとともに、研究協議に参加し、児童・
生徒の実態や学習内容の系統性、指導方法等について研修を深め、自らの授業改善に活かす。また、到達度把
握調査について、統一した様式で結果を分析して情報交換し、児童・生徒の課題を探り、小中で共通理解を図ると
ともに、重点的に取り組むべき内容を確認して、授業改善に活かしていく。

Ⅲ 中学校の教員が、出前授業として、小学校で授業をすることで、中学校の学習内容や教員に触れる機会をつくる。
また、体験入学を実施し、小学生に中学校の授業や部活動の様子を知らせる機会をつくっていく。

Ⅳ 小学校の家庭学習の内容や指導方法を参考にして、中学校での家庭学習の継続性を持たせるとともに、中学校
の取り組みを小学校の教員にも周知し、９年間を見通した家庭学習の習慣をつけていく。その際、家庭学習の手引
きの作成なども行い、その効果的な活用法などについても検討していく。

Ⅰ 　四つの組織の活動　(1)管理職部会　(2)研究主任部会　(3)人権生徒指導部会　(4)全体会
　　(1)～(4)を有機的に動かすために、(1)～(4)のなかで単独あるいは合併して随時部会をもつ。

Ⅱ 　(1)　外部評価を活用した授業改善
　(2)　定期考査期間の小中連携による小学校の授業実施
　(3)　校内研及び校内授業研の他学校への公開
　(4)　標準学力調査等の分析、基礎計算や単元テスト、国語の分析などをもとに３校で協議を行う。

□小中交流
授業
□外国語活
動研究中間
集約

□標準学力
検査の実施
□推進委員
会

○授業改善・学力向上・生活力
の育成・・・家庭学習（生徒が自
己の課題解決のためにする学
習）の実行力という形（能力）に
現れるように、すべての活動の
目的を明確にして考えて行きた
い。
○外国語活動の質の向上と そ

□第２回計
算力調査
□第２回国
語力調査
□３校合同
研修会

□研究推進
担当社会
□成果の検
証

□小中連絡
会

○標準学力調査等は、全国平均
以上のとすることができた。
○単元テストは県平均を上回るこ
とがきた。
○家庭学習時間は、学年ごとの
設定値を超えることができなかっ
たが、改善傾向は見られる。
○「学校」「学級」が楽しいと どち

○小中協働して取り組み、基礎計算力などでの
学力向上が図れた。また、目的意思や課題の
共有ができつつある。
○小中で、意識改革が進んだ教諭も多い。ま
た、連携的な意識も醸成されてきた。
○ＰＤＣＡサイクルの確立に向けて、中学校では
先行して新たな組織による実践が出来た。検証
後 全体への提案ができる

○管理職の連携協議を
基にした研究推進の動き
（リーダーシップ）により、
担当教諭の意識改革が
進んだ。連携を進めるた
めには、年間を通して活
動している部署が必要で
ある

香
南
中

小中連携による学
力及び生活力の育
成
○９年間の連続し
た学級経営・仲間
づくりの研究

（１）生徒の学力・・・４月実施標準学力検査結果を１０％
は高める。
（2）家庭学習時間・・・小６で１時間３０分、中３で２時間３０
分を達成する。
（3）授業改善・・・外部評価者による評価で「改善された」
という評価を得ること。授業評価システムで年度当初より
改善されること。
（4）３校の管理職による 各学校の組織実態評価で 有

□標準学力
検査の実施
□推進委員
会

□算数・数
学基礎計算
力調査
□国語力調
査

□積極的生
徒指研究会
□推進委員
会

□保小中合
同研修

□外国語活
動の計画立
案

□規範意
識・生活実
態調査の実
施と分析
□各担当研
修会

生徒の経年変化の状況を把握し
する。そのうえで、いくつかの指
標をもとに集約し、それによる課
題共有と課題解決に向けた具体
策をすすめる。

○家庭学習の定着に向け、家庭
とも連携しながら小中学校で系
統的な取組を行う。
○各種調査結果の活用もしなが
ら、より具体的に児童・生徒の学
習面、生活面の課題を明らかに
し、学力向上のための具体的な
取組を行う。
○各校の実態や校内研修を積
極的に公開し合い、幼小中の教
員が率直に語り合える雰囲気を
つくっていく。

○到達度把握調査にお
いて、分析結果を系統表
や一覧表にまとめ、児
童・生徒の課題や各校
の課題をより明確にし
た。

題が明らかにする。そして、その後の取り組み
についても小中が連携して系統的な指導をすす
めていかなければならない。

○幼稚園・小学校・中学校それぞれの発達段階
で、何を指導すべきかの共通理解が図られた。
○継続した学びを意識することで、児童・生徒に
とって安心感や授業への期待感が高まってき
た。
○幼稚園・小学校・中学校の教職員に、相互の
信頼感が高まってきた。
●特に中学校において、学年によっては生徒に
学力が十分についているとは言えない状況があ
る。
●学習習慣の定着と学習意欲の向上に、家庭
と連携した、一貫性のある継続した取組が必要
である。
●校種間、学校間の授業（学習）スタイルの違
いに、さらにきめ細かな対応が必要である。

○数学単元テスト正答率につい
ては、中１については、ほとんど
の単元高知県平均よりは高い
が、設定正答率には届いていな
い。中２については、設定正答率
と大きな開きがある。中３につい
ては、特に２学期以降著しい向上
が見られ、正答率も、設定正答率
も上回っている。
○意識実態調査で、各授業につ
いての肯定的な回答は学年があ
がるごと評価が下がる傾向にあ
る。また、家庭学習についても改
善傾向は見られなかった。

□小中連絡
会

○児童生徒の学力向上という
テーマからより具体的なテーマに
絞って実施し、課題共有とその後
の実践について検証できた。

□学校評価
の実施
□先進校視
察
□小学校研
究事業（国
府小）

□授業研
（北陵中・た
ちばな幼稚
園）
□統一授業
公開日
□北陵中研
究発表会

□第４回研
究推進委員
会
□成果の検
証

□授業評価
アンケート
の実施
□中学校研
究事業

□第２回研
究推進委員
会

□視察研修
（陽南中）
□中学校研
究授業

□出前授業
□中学校研
究事業
□小学校研
究事業（国
府小）
□第３回研
究推進委員
会

□中学校研
究事業

□中学校研
究授業

□小学校授
業公開（国
府小）
□第１回拡
大推進委員
会

□授業アン
ケート
□推進委員
会

（１）北陵中学校区で、高知県が実施する算数・数学単元
テストシステムで、各単元の設定正答率をこえている。
（２）北陵中学校区で、南国市の学習に関する学期ごとの
実態調査で、各授業についての期待や適応について、肯
定的な回答が８０％以上になるようにする。また、家庭学
習について、改善傾向の児童生徒が７０％以上になるよう
にする。さらに、学校生活について肯定的な回答が８０％
以上になるようにする。
（３）北陵中学校区で、次年度の到達度把握調査で、対象
の全学年について、設定通過率をこえる。

北
陵
中
学
校
区

「学び」を中心とし
た授業改善～到達
度把握調査等の結
果分析を活かして
～

校
区

Ⅲ 　(1)　Ⅱ(2)、(4)の取り組み
　(2)　９年間の積極的生徒指導
　(3)　中１宿泊研修（２泊３日）

Ⅳ 　(1)　９年間の家庭学習計画にそった指導。
　(2)　小学５年６年と中学１年の授業交流と学びの指導
　(3)　中学の学習内容の理解を小学校で進める。学びの発達過程の確認と実践。
　(4)　小中の保護者連携を進める。

○外国語活動の質の向上と、そ
れを受けた中学校外国語（英
語）の構築・・・結果として英語の
学力の向上を図る。

○「学校」「学級」が楽しいと、どち
らかといえば楽しいと答える生徒
が９０％は超えることができな
かったが、改善傾向が見られる。
○学校評価を実施し、関係者評
価委員から、各学校間の連携意
識があるという評価を得られた。

後、全体への提案ができる。
●個々の学力や生活力において、向上した児
童生徒も多いが、変化が見られない児童生徒も
多数存在する。
●しんどい子を確実に支えることが課題となっ
ている。

ある。
○連携内容は、限定的
でもよいので明確に活動
が意識できる取り組みか
ら行えば、連携のスタイ
ルができあがる。

中
学
校
区

づくりの研究
○９年間の基礎的
学びの保障（算数・
数学・国語）と外国
語活動を含めた活
用力の研究

（4）３校の管理職による、各学校の組織実態評価で、有
機的に効果的な組織として運営されているという評価にな
ること。各学校間の連携意識があるという評価を得られる
こと。



各中学校区の報告書様式

各学校の報告書様式




